
 

○被保険者数の推移 ○決算剰余金の処分

　国民健康保険基金への積立　 　　 480,000千円

　翌年度繰越額　　　　 　     　 7,555千円

○1人あたり納付金(医療費等)の推移 ○基金残高

　R6年度決算剰余金処分後残高 891,079千円

　R7年度決算剰余金処分後残高 1,311,742千円

※納付金算定時の数値

○国保税の推移

R6 R7 R8(見込)

6,280,751千円 6,967,670千円 6,944,372千円

R6 R7 R8

172,621円/人 175,789円/人 183,615円/人

R6 R7 R8(見込)

63,335人 61,083人 59,340人
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令和７年度前橋市国民健康保険特別会計決算報告について 

 

   令和７年度は、歳入は予算見込みを上回る国保税収入などとともに、歳出は予備費

の充用がなかったこと等により、形式収支は約 4.9 億円の黒字となった。 

  国保税収入については、被保険者数が減少している一方で、令和７年度税率改正等

により増加となった（R6 年度比＋686,919 千円）。基金残高は、約 8.9 億円から約 0.6

億円の繰入れを行ったものの、決算後、形式収支の 4.8 億円を基金に積立てすること

で、基金残高は約 13.1 億円となり、前年度を上回った。 

 

(1) 令和７年度決算総括表 

（単位 千円） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R６年度比＋3,168 円 

報告事項ア 

R6決算
R7現計

予算額
R7決算

R7決算－

R7現計予算
R6決算

R7現計

予算額
R7決算

R7決算－

R7現計予算

01款 国民健康保険税 6,280,751 6,743,630 6,967,670 224,040 01款 総務費 494,503 564,266 538,630 △ 25,636

02款 一部負担金 0 1 0 △ 1 22,167,753 23,261,024 21,977,945 △ 1,283,079

03款 国庫支出金 4,740 6,682 6,682 0 8,908,733 9,238,827 9,238,826 △ 1

22,836,428 23,857,959 22,642,222 △ 1,215,737

(県支出金のうち普通交付金) 22,123,409 23,260,524 21,976,967 △ 1,283,557

989 3,089 2,967 △ 122 210,257 253,922 212,859 △ 41,063

2,859,535 2,852,797 2,821,674 △ 31,123 989 3,090 2,967 △ 123

488,447 62,304 62,304 0 0 2 0 △ 2

3,036 240 457 217 88,330 132,879 130,466 △ 2,413

125,542 139,612 147,576 7,964 0 150,000 0 △ 150,000

09款 市債 0 1 0 △ 1

32,111,021 33,604,011 32,589,248 △ 1,014,763 31,870,565 33,604,011 32,101,693 △ 1,502,318

240,456 487,555

0 1 0 △ 104款 財政安定化基金拠出金

歳入合計　Ａ

07款 繰越金

08款 諸収入

歳出合計　Ｂ

08款 諸支出金

09款 予備費

07款 公債費

06款 積立金06款 繰入金

05款 財産収入 05款 保健事業費

04款 県支出金

03款 納付金

02款 保険給付費

（繰入金のうち基金分）

形式収支（Ａ－Ｂ）

歳入科目 歳出科目



 

応能割 所得割 7.00% 7.05% 0.05%
均等割 29,000円 30,068円 1,068円
平等割 19,400円 20,305円 905円

応能割 所得割 3.10% 2.87% △0.23%
均等割 12,600円 12,055円 △545円
平等割 8,400円 8,141円 △259円

応能割 所得割 2.50% 2.32% △0.18%
均等割 12,200円 11,777円 △423円
平等割 6,200円 5,898円 △302円

応能割 所得割 7.00% 6.93% △0.07%
均等割 29,000円 30,171円 1,171円
平等割 19,400円 20,120円 720円

応能割 所得割 3.10% 2.90% △0.20%
均等割 12,600円 12,562円 △38円
平等割 8,400円 8,377円 △23円

応能割 所得割 2.50% 2.50% -
均等割 12,200円 12,836円 636円
平等割 6,200円 6,343円 143円

応能割 所得割 0.30% 0.30% -
均等割 1,200円 1,200円 -

18歳以上均等割 100円 100円 -
平等割 800円 800円 -

令和7年度　収納率96％設定

区　　　　　分

医療給付費分
（基礎課税額） 応益割

後期支援金分
応益割

介護納付金分
（40歳～64歳） 応益割

区　　　　　分

医療給付費分
（基礎課税額） 応益割

令和8年度　収納率96％設定

後期支援金分
応益割

介護納付金分
（40歳～64歳） 応益割

子ども・子育て
支援納付金分 応益割

標準保険料率② 差引(②-①)税率①

税率① 差引(②-①)標準保険料率②

(2) 国保特会基金残高   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度の基金残高は、歳出の納付金が増加した一方で、税率改正による国保

税収入の増加の影響が大きく、税率改正時の見込残高を上回る増加となった。 

税率改正後の収支見込では、令和９年度までは基金を運用可能であると見込んで

いるが、一人当たり納付金（医療費等）の増加等厳しい国保財政状況であることに

変わりはない。引き続き収支状況のバランスを注視しながら、国県補助金の積極的

な確保や被保険者への効果的な健診受診勧奨による医療費適正化など、総合的な視

点で健全な財政運営に努めていきたい。 

 

（参考）保険税率及び標準保険料率の推移 

 

 

コロナ禍 


